
 

令和３年度 学校経営計画に対する中間評価報告書 

 

石川県立七尾特別支援学校珠洲分校 
重点目標 具体的取り組み 主担当 実現状況の達成度判断基準 集計結果 分析（成果・課題）及び後期の扱い（改善策等） 中間評価 

 

１ 

授業実践力の
向上 
（授業改善） 
 
 
 
 
 

研究授業整理会では、良かった
点、改善点について分かりやす
く表にまとめる。全職員が授業
シートを記入した授業を行い、
ミニ授業報告会を行う。多くの
事例を共有し合うことで授業改
善につなげる。 

教務課 授業改善に取り組めた教員の
割合が 
 
Ａ：９０％以上 
Ｂ：７０％以上 
Ｃ：５０％以上 
Ｄ：５０％未満 

アンケートの結果「取り組めた」の
合計が１７人中１６人、９４パーセ
ントであった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

昨年度に続き今年度も、研究授業前に学部研究会・学部を交
えたグループ研究会の２つの授業検討の機会を設け、学校全体
で授業改善に向かう体制を作ることができた。その結果、多様
な視点から授業を研究できたことが成果と考えられる。全教員
が一人２回授業伝える力を育むための工夫をとり入れたシート
を作成し研究授業に取り組み、学部で全教科の授業研究が行わ
れるよう計画し、授業実践を教員間で共有、全体の授業改善を
図っている。 
後期は授業改善に取り組んだ教員の割合１００％を目指し、

全教員に「伝える力」を育む視点を持って日々の授業に臨んで
もらえるよう啓発していきたい 
 

 

２ 
組織的・系統

的なキャリア

教育 

 

 

 

 

 

保護者がわが子の高等部卒業後
の姿を早い段階から意識できる
ような情報を各学部からも提供
する。 

進路指
導課 
各学部 

アンケートの結果「とても参
考になった」「まあまあ参考
になった」の合計の割合が 
Ａ：９０％以上 
Ｂ：７０％以上 
Ｃ：５０％以上 
Ｄ：５０％未満 

アンケートの結果「とても参考にな
った」「まあまあ参考になった」の
合計の割合が 
１とても参考になった １１人 
２まあまあ 
参考になった    １１人 

３あまり 
参考にならなかった  ３人 

４参考にならなかった  ０人 
 
 Ｈ３．１０．１０ 現在の集計 

今年度も、組織的・系統的なキャリア教育として、保護者の
方に早期から児童生徒の将来について見通しをもっていただく
ために、「キャリア通信 轍（わだち）」を発行している。こ
れまでに「高等部卒業後の進路状況」「職業準備性ピラミッド
」「就労アセスメント」「技能検定」「雇用促進セミナー」な
どについて情報提供ができた。この通信に関する保護者アンケ
ートでは「とても参考になった」「まあまあ参考になった」を
合わせて８８％となっている。今後は保護者からの要望があっ
た、福祉制度や奥能登の入所施設など、また、療育手帳Ａの児
童生徒の進路に関わる情報についても発行していきたい。 

 

３ 
安心・安全な
学校づくり 

避難訓練、交通安全教室 
など安心・安全な学校づくりの
ための取り組み内容をＷebペー
ジや生徒指導通信で複数回発信
する。その際実際に生じる課題
解決を想定した情報を加味した
形で 
発信する。 

生徒指
導課 
 

安心・安全に関する情報をテ
ーマ別に深めた内容を加味し
て発信した回数 
Ａ：４回以上 
Ｂ：３回以上 
Ｃ：２回以上 
Ｄ：２回未満 

避難訓練、交通安全教室など安心・
安全な学校づくりのための取り組み
内容をＷebページで４回、生徒指導
通信で前期の取り組みを発信した。 
 
 

 防災避難や防犯、交通安全等の訓練、薬物乱用防止教室など
を開催することができた。児童生徒への意識付けができたと考
えている。また、災害時に特別支援学校に通う児童生徒が避難
する福祉避難所について各自治体に問い合わせ確認する等、前
年度より踏み込んだ情報提供を行うことが出来た。さらに役立
つ情報を伝えていきたい。 

 

４ 
業務の効率化 
 
 
 
 
 
 
 
 

教員一人一人が校務分掌の業務
の内容とその課題を把握し、業
務の効率化を目指して取り組み
を進める。 
 

全職員 各自の校務分掌の課題を把握
し見直しや整理に取り組んだ
教員の割合が、 
Ａ ８０％以上 
Ｂ ７０％以上 
Ｃ ６０％以上 
Ｄ ６０％未満 

アンケートの結果「取り組めた」、 
「まあまあ取り組めた」の合計が２
０人中１５人、７５％であった。 

業務の改善に向けた取組を進めて4年目であり、一人一人が
前例にとらわれず効率的な業務を目指している。 
 一方で年間の時間外勤務時間の平均は令和３年度は９月まで
の平均では２３．６時間で令和２年度の平均時間２４．５時間
に比べ減少はしているものの、極わずかである。業務の効率化
が時間外勤務時間の着実な減少につながるような取組を更に進
めていく必要がある。 
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